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ある. 15年間に第 1次産業就業者数は大幅な減少を示している. 1970年には170.6万人であったのか，
85年には90.7万人になっている.減少率は全国平均よりもかなり高い.標準化して相対的に考察して
みると，関東地方の他地域と比べて東京都区部，房総半島南部の安房地域，霞ヶ浦の東北部なとに高


















































n -2 第 l次産業の変化

















































27.9%， 80年には全1~526. 6万人の28.4%を占め， しかも15年間にシェアを0.5%地やしている. また，








































































































布している. {rtび率が低いのは，東京都以外では神奈川県である O 神奈川県のなかで伸び率が高いの
は愛川町や厚木市など一部の地域に限られる.
5 )電気・ガス・水道・熱供給業





















































務jも「サービス業Jと同様，標準化指数値が-1.0以下の地域は lつも存在せず， 1. 0以上の地域も









(1. 53)， 1鉱業J(1. 44)， li漁業，水産養殖業J(1. 36)と続く.また，変動係数値が最も小さいのは





























農業 O. 47 O. 24 0.51 
林業，狩~ìt業 O. 91 1. 04 1. 14 
漁業，水産養殖業 O. 87 1. 18 1. 36 
鉱業 1. 0 1. 4 1. 4 
建設業 1. 4 0.41 O. 28 
製造業 1. 25 O. 46 0.37 
卸売業，小売業 1. 32 O. 23 0.17 
金融・保険業 1. 94 1. 6 O. 86 
不動産業 2. 60 4.17 1. 60 
運輸・通信業 1. 2 O. 39 0.32 
電気・ガス・水道・熱供給業 1. 72 1. 60 O. 93 
サーどス業 1. 7 2. 70 1. 53 
公務 1. 34 1. 10 O. 82 
注 変化率を標準化した値をデータとして使用.
第 2 表産業55IJ就業変化(l970~85年)に関する相関行列
X 2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 Xg X 10 X1 X12 X13 
X1 1. 0 O. 01 -0. 02 O. 26 O. 03 0.02 -0.18 O. 64 0.67 -0.03 O. 30 O. 70 O. 64 
X 2 1. 0 -0.05 O. 09 O. 23 O. 2 O. 14 0.06 -0.03 O. 20 O. 17 -0.01 O. 0 
X3 1. 0 O. 05 O. 07 O. 12 0.08 0.01 -0.01 O. 08 0.00 O. 0 O. 03 
X4 1. 0 O. 2 O. 29 O. 08 O. 42 O. 4 O. 15 O. 29 0.40 O. 4 
X5 1. 0 O. 60 O. 36 O. 16 O. 10 0.51 0.27 O. 01 O. 08 
X6 1. 0 O. 39 O. 16 O. 12 O. 58 O. 27 0.02 0.09 
X7 1. 0 O. 18 O. 06 O. 58 O. 37 O. 04 O. 07 
X8 1. 0 O. 87 O. 18 O. 60 O. 89 O. 87 
Xg 1. 0 0.09 O. 53 O. 92 O. 89 
X 10 1. 0 O. 27 O. 03 O. 10 
X 1 1. 0 O. 50 O. 53 
X 12 1. 0 O. 95 
X 13 1. 0 
注:1)太字はO.60以上の相関係数を示す.
2) X 1農業 X2 林業，狩猟業 X3 漁業，水産養殖業
X4 鉱業 X5 建設業 X6 製造業 X7 卸売業，小売業
X8 金融・保険業 Xg 不動産業 X 10 :運輸・通信業




























































































る6指標の地域的変化パターンとは， どのような対応関係にあるのだろうか. この章では， JT~準判一一刊誌i
分析法を用l¥て両者の関係を解析しよう
産業別就業構成に関する471行13列の行列と社会・経済的特性に関する471行6列の行列をデータと
して正準相関分析を実施した結果， 5 %水準で有意な正準変量:が 4つ抽出できた.第 3表は，各J]ミ準
変量の正準(重み)係数の構成を示したものである.









第19~は，正準得点をもとに第 I 正準変量に関する地域的分布パターンを示したものである 9) I産
業別就業構成」と「社会・経済的特性jの両方とも，関東地方全体でみて平均的(正準得点がO付近)
である地域が最も広い面積を占める.第 I正準変量の構成からみて， これらの地域は， I産業別就業
堵成Jにおいては「農業」と「卸売業，小売業jの15年間における就業変化率が平均値を示す地域で
あり， I社会・経済的特性」においては， I老齢人口率Jと「産業就業率Jの15年間における変化が平


















































に関する変数 I Y 2 
-0.251 
O. 346 
Y 3 -0.554 
Y4 -0.477 
Y 5 -0. 147 
Y 6 0.253 
正準相関係数 0.749










































































3) X 1農業 X2 林業，狩猟業 X3 漁業，水産養殖業
X4 鉱業 X 5 :建設業 X6 製造業 X7 卸売業，小売業
Xs 金融・保険業 Xg 不動産業 X 10:運輸・通信業
X1 :電気・ガス・水道・熱供給業 X 12:サービス業 X 13:公務
Y1 人口 Y2 世帯率 Y3 老齢人口率 Y4 産業就業率
















X 2 X3 X4 X 5 X6 X7 X8 Xg X 10 X 1 X 12 X 13 
Y1 -0.42 -0.04 O. 02 -0. 01 -0. 28 -0. 20 O. 31 -0. 01 -0. 06 O. 04 O. 08 O. 0 O. 03 
Y2 -0.42 -0.05 0.01 O. 0 -0. 24 -0. 15 O. 35 O. 01 -0.05 O. 09 0.11 O. 01 O. 04 
Y3 O. 35 -0. 09 -0. 04 -0. 09 -0. 17 -O. 31 -O. 49 -0. 1 -0. 05 -0.37 -0. 24 -0. 03 -0. 08 
Y4 O. 27 -0. 08 -0. 06 -0. 09 -0. 15 -0. 18 -O. 53 -0. 06 -004 -O. 39 -0. 20 -0. 03 -0. 09 
Y5 -0.12 -0.02 0.00 -0.03 O. 05 -0. 14 O. 08 O. 02 0.06 -0.08 O. 15 O. 03 O. 03 
Y6 O. 02 O. 14 O. 2 O. 27 O. 37 O. 4 O. 12 O. 1 O. 06 0.31 O. 17 O. 0 O. 05 
注 1 )太字は I0.30 I以上の相関係数を示す.
2) X 1 農業 X2 林業，狩猟業 X3 漁業，水産養殖業
X4 鉱業 X5 建設業 X 6 製造業 X 7 卸売業，小売業
X8 金融・保険業 Xg 不動産業 X 10運輸・通信業
X11 電気・ガス・水道・熱供給業 X 12・サービス業 X 13:公務
Y1 人口 Y2 世帯率 Y3 老齢人口率 Y4 産業就業率









































1) 13の産業別就業のうち「農業J， i金融・保険業J， i不動産業J， iサービス業J， i公務jの
5業種に関する就業者の地域的変化パターンは互いに類似している.一方， i林業，狩猟業J， i漁業，




































































が平均より小さいことを意味する. 1 2 Jは， 1産
業73IJ就業構成jの変化率は関東地方全体でみて平均
的ではあるが， i社会・経済的特性Jの変化率は平
均より小さいことを示す. i 3 J は， 1産業別就業構
成Jの変化率は平均より大きいが， i社会・経済的
特性Jの変化率は平均より小さいことを示す.1 4 J 
は， 1産業男IJ就業構成jの変化率は平均より小さい
が， i社会・経済的特性jの変化率は平均的である
ことを示す. i 5 Jは， 1産業別就業構成jも「社会
・経済的特性jもともに変化率が関東地方全体でみ











The Changes in the Employment 
Structure in the Kanto Area 
Shozo Y Al'vlAl'vl0TO and Yuji MURAY AIVIA 
This paper attempts to clarify the relationship between the regional changes in thirteen 
kinds of industrial employments and those in six kinds of socio economic characteristics 
during the fifteen years from 1970 to 1985 in the Kanto area.l'vlain findings are summarized 
as follows. 
1) Five kinds of employments show the similar distr‘ibution pattern in the regional 
changes from 1970 to 1985. These areαgriculture ，fiηαnceαηd iηsurαηce， serULces ， reαl 
estαte and gouernment. On the other hand，forestry，fisheriesαndαquαculture， n1ining， 
wholesaleαηd retαil trαde and trαnsportαtionαηd communicαtion show the independent 
regional changes different from the other twelve employment patterns， respectively. 
2) Regional differences of increase rate on engaged persons are greatest in reαl 
estαte and smallest in wholesαleαηd retαil trade. 
3) Canonical analysis employed in this analysis shows the significant correspondence 
between the employment compositions and the socio -economic characteristics in terms of 
the regional changes during the fifteen years. 
